
 
平成 24 年 11 月 6 日 

各  位 
 

 
 
 

 

 

Hutchinson 社の子会社に係る合弁契約締結に関するお知らせ 
 

 
当社は、Hutchinson 社の子会社 Palamos Hutchinson.S,A（スペイン・パラモス市）のブレーキホ

ース事業部門を新会社とし、同新会社株式の一部を Hutchinson 社から取得することで合意に至り、平

成 24 年 11 月５日、合弁事業契約書を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 
１．資本参加の目的 

    Hutchinson 社は、欧州をはじめグローバル市場で各種自動車用および輸送機用の部品の製造、

販売を行っており、ＥＵ地域以外にアジア、北米、中南米に多くの子会社を有しております。 

    Hutchinson 社の子会社の一つである Palamos Hutchinson.S,A は、各種自動車用ホースの製

造、組立の主力工場であります。 

今般、同社の主力製品であるブレーキホース事業部門を新会社として独立させ、その新会社に

当社が資本参加することといたしました。 

    これにより、両社の持つ技術・ノウハウの活用や製造・販売・購買等の各分野で協業していく

ことを通してシナジー効果を生み出し、ブレーキホース事業分野において欧州地域だけではなく、

グローバル規模での優位性を確保してまいります。 

 
   （合弁事業契約の内容） 

(1) Hutchinson 社の子会社 Palamos Hutchinson,S.A のブレーキホース事業部門を分社化

し、ブレーキホース事業を主体とした新会社を設立する。 

   新会社の設立は、平成 25 年１月１日目標に推進する。 

   （Palamos Hutchinson,S.A［スペイン・パラモス市］： 

     Hutchinson 社の 100%子会社、ブレーキホース、エアコンホース、パワーステアリ

ングホースなどを製造している。） 

 (2) 当社は、新会社の株式持分 30%を Hutchinson 社より購入し、新会社を当社と

Hutchinson 社の合弁事業会社として運営する。 

          (3) 当社と Hutchinson 社は、両社の持つ経営資源を活用することで新会社の更なる事業拡

大を図る。 

        (4) 将来当社の持分比率の拡大について合意している。 
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２．合弁会社（新会社）の概要 

(1) 名 称 HUTCHINSON NICHIRIN BRAKE HOSES, S.L. 

(2) 所 在 地 スペイン バレンシア州 パラモス市 

(3) 代 表 者 Robert RIUTORT 氏 

(4) 事 業 内 容  ブレーキホースの製造・販売 

(5) 資 本 金 
約 8,000～10,000 千€ を予定しております。 

（分社時の譲渡資産額により変動します。） 

(6) 設 立 年 月  平成 25 年１月中の設立を予定しております。 

(7) 決 算 期 12 月 

(8) 従 業 員 数  約 170 名 

(9) 株  主  構  成 
Hutchinson 社    70％ 

株式会社ニチリン  30％ 

(10) 当 社 と の 関 係 
（資本関係）当社の出資比率 30％ 

（人的関係）当社から取締役として２名派遣予定 

(11) 売 上 高 2013 年度計画 18 百万€  

注）当社との合弁後の状況を示しております。 

  ３．Hutchinson 社（Hutchinson S.A.）の概要 

(1) 所 在 地 フランス パリ市 

(2) 代 表 者 Jacques  Maigne  氏 

(3) 事 業 内 容 各種自動車部品など輸送用機器関連の製造・販売 

(4) 資 本 金 42 百万€  

(5) 株 主 Total S.A.（フランスの大手石油会社）100％ 

(6) 売 上 高 3,000 百万€  

(7) 従 業 員 数 約 26,000 名 

(8) 当 社 と の 関 係 （資本・人的・取引関係）該当事項はありません。 

４．今後の日程 

        平成 24 年 11 月 5 日（月） 合弁事業契約書締結 

    平成 25 年 1 月中の新会社設立をはじめとする契約におけるクロージング条件充足後、合弁化 

を完了する。 

５．今後の業績に与える影響 

    当期における当社および当社グループの業績への影響はありません。 

以   上 


